
現状と今後の課題

令和３年５月

農林水産省

みどりの食料システム戦略（概要）
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

戦略的な取組方向

持続可能な食料システムの構築に向け、「みどりの食料システム戦略」を策定し、
中長期的な観点から、調達、生産、加工 流通、消費の各段階の取組と

カーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進

目指す姿と取組方向

2040年までに革新的な技術・生産体系を順次開発（技術開発目標）
2050年までに革新的な技術・生産体系の開発を踏まえ、
今後、「政策手法のグリーン化」を推進し、その社会実装を実現（社会実装目標）
※政策手法のグリーン化：2030年までに施策の支援対象を持続可能な食料・農林水産業を行う者に集中。

2040年までに技術開発の状況を踏まえつつ、補助事業についてカーボンニュートラルに対応することを目指す。

補助金拡充、環境負荷軽減メニューの充実とセットでクロスコンプライアンス要件を充実。
※ 革新的技術・生産体系の社会実装や、持続可能な取組を後押しする観点から、その時点において必要な規制を見直し。

地産地消型エネルギーシステムの構築に向けて必要な規制を見直し。

持続的な産業基盤の構築
・輸入から国内生産への転換（肥料・飼料・原料調達）

・国産品の評価向上による輸出拡大
・新技術を活かした多様な働き方、生産者のすそ野の拡大

期待される効果

農林水産業や地域の将来も
見据えた持続可能な

食料システムの構築が急務

Measures for achievement of Decarbonization and Resilience with Innovation (MeaDRI)

経済 社会 環境

アジアモンスーン地域の持続的な食料システムのモデルとして打ち出し、国際ルールメーキングに参画（国連食料システムサミット（2021年9月）など）

➢ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現
➢ 低リスク農薬への転換、総合的な病害虫管理体系の確立・普及

に加え、ネオニコチノイド系を含む従来の殺虫剤に代わる新規農薬
等の開発により化学農薬の使用量（リスク換算）を50％低減

➢ 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30％低減
➢ 耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％(100万ha)に拡大
➢ 2030年までに食品製造業の労働生産性を最低３割向上
➢ 2030年までに食品企業における持続可能性に配慮した
輸入原材料調達の実現を目指す

➢ エリートツリー等を林業用苗木の9割以上に拡大
➢ ニホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100%を実現

○生産者の減少・高齢化、
地域コミュニティの衰退

○温暖化、大規模自然災害

○コロナを契機としたサプライ
チェーン混乱、内食拡大

○SDGsや環境への対応強化

○国際ルールメーキングへの参画

「Farm to Fork戦略」 (20.5) 
2030年までに化学農薬の使
用及びリスクを50%減、有機

農業を25%に拡大

「農業イノベーションアジェンダ」
(20.2)
2050年までに農業生産量
40％増加と環境フットプリント
半減

国民の豊かな食生活
地域の雇用・所得増大

・生産者・消費者が連携した健康的な日本型食生活
・地域資源を活かした地域経済循環
・多様な人々が共生する地域社会

将来にわたり安心して
暮らせる地球環境の継承

・環境と調和した食料・農林水産業
・化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献
・化学農薬・化学肥料の抑制によるコスト低減
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2050年までに目指す姿

2030年

取

組
・
技

術

2020年 2040年 2050年

ゼロエミッション
持続的発展

革新的技術・生産体系の
速やかな社会実装

革新的技術・生産体系

を順次開発

開発されつつある

技術の社会実装

・

７．みどりの食料システム戦略（１）（概要）

○ SDGsや環境を重視する国内外の動きが加速していくと見込まれる中、我が国の食料・農林水産業においても的確に対応し、
持続可能な食料システムを構築することが急務となっていることから、農林水産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続
性の両立をイノベーションで実現する「みどりの食料システム戦略」を策定。
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７．みどりの食料システム戦略（２）（施設園芸分野の概要）

○ 「みどりの食料システム戦略」において、施設園芸分野では「2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指
す」など高い目標が設定。

2030年

取

組
・
技

術

2020年 2040年 2050年

ゼロエミッション
持続的発展

革新的技術・生産体系の
速やかな社会実装

革新的技術・生産体系
を順次開発

開発されつつある
技術の社会実装

目指す姿と取組方向（施設園芸分野）

2050年までに目指す姿

➢ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現

◎ 化石燃料を使用しない園芸施設への完全移行
◎ 化学農薬使用量（リスク換算）の50％低減
◎ 輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量の

30％低減

戦略的な取組方向

➢ 研究開発で革新的な技術開発を進めながら、補助、投融資、税・
制度等の政策誘導手法に環境の観点を盛り込む「政策手法のグ
リーン化」で社会実装

みどりの食料システム戦略
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～
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②機械の電化・水素化等、資材のグリーン化

みどりの食料システム戦略 2050年までの技術の工程表（抜粋）

【定義】○研究開発：技術の研究～開発段階　○実証：普及に向けた調整段階　○社会実装：社会に広く普及する段階

タイムライン
技術・取組の内容 貢献する分野

ゼロエミッション型園芸施設の導入（高速加温型ヒートポンプや高効率

蓄熱・移送技術、放熱抑制技術の開発）
温室効果ガス削減

ハイブリッド型施設園芸設備の導入（ヒートポンプ） 温室効果ガス削減

2020 2025 2030 2040 2050

研
究

開

発

実
証

社
会

実

装

既
存

技

術
の

社
会

実

装

【参考：ヒートポンプのハイブリッド運用】

○ ヒートポンプは、家庭用エアコン等
と同じ原理。

室内機室外機

ヒートポンプ

燃油暖房機

ヒートポンプと燃油暖房機のハイブリッド運転

○ 熱源の温度（外気温など）が低下すると加温能力の不足
や運転経費増となる場合があることから、従来の燃油暖房
機とヒートポンプを併用した運転方法（ハイブリッド運
転）が基本。

７．みどりの食料システム戦略（２）（施設園芸分野の概要）

○ また、「みどりの食料システム戦略」では、個々の技術の研究開発・実用化・社会実装に向けた2050年までの工程表を作成。

○ 施設園芸に関しては、ヒートポンプと燃油暖房機を併用する「ハイブリッド型施設園芸設備」の導入を進めるとともに、2050年
に向けて化石燃料を使用しない「ゼロエミッション型園芸施設」の導入を目指す。
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化石燃料暖房機の代替加温設備の特徴等

○ 「みどりの食料システム戦略」において、園芸施設分野では「2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指
す」高い目標を設定。

○ 温室の設置面積40,615haのうち、加温設備を備えた温室は16,936ha。加温設備を備えた温室のうち、重油等の化石燃料を使
用している施設は15,249ha（約９割）あり、ほとんどの温室が化石燃料に依存している状況。

○ ヒートポンプは、低温時に暖房能力が低下し、イニシャルコストも高価という課題がある。また、その他の代替技術においても、
原料調達や加温の不安定性等が課題となっている。

○ 今後は、化石燃料のみに依存しないハイブリッド型施設園芸設備（ヒートポンプ、再生可能エネルギー、地域・未利用資源の利
用等）の導入支援や環境制御技術等を活用した適温管理による省エネルギー化を促進することにより、温室効果ガスの削減を
図りつつ、ゼロエミッション型園芸施設の実現に向けた技術開発を進めることが重要。

①イニシャルコスト
・重油暖房機 150万円/10a
・ヒートポンプ 200万～400万円/10a
・木質バイオマスボイラー 400万円/10a

②性能（10aのハウスを十分に加温するために必要な台数）
・重油暖房機のみ：１台
・ヒートポンプのみ：８台
※ 後述のハイブリッド運転の場合、ヒートポンプは１～２台必要

③ハイブリッド利用のメリット
品目によっては、ヒートポンプと重油暖房機のハイブリッド利用に
より燃油代を抑えることができ、イニシャルコストを5～6年で回収可
能。また、夜間冷房により高温障害が回避されるため、品質向上効果
も期待できる。

④技術開発面
他産業と比べ、農業、中でも施設園芸の市場は小さく、民間企業に
よる新技術や新商品開発はなかなか見込めない。 （例）エアコン年
間出荷台数：家庭用1000万台、業務用100万台、農業1000台

７．みどりの食料システム戦略（３）（施設園芸分野の現状）
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木質系バイオマス 135ha

ヒートポンプ 742ha

太陽熱利用 10ha

地下水等利用 765ha

都市ゴミ等 12ha
その他 23ha

石油利用等

15,121ha

LPガス・LNガス

128ha

加温設備の種類別設置実面積（R２）

化石燃料依存型園芸施設
15,249ha

出典：園芸用施設の設置等の状況（R２）

ハイブリッド型園芸施設等
1,687ha



ゆめファーム
全農さが

二酸化炭素
分離回収設備

余熱・排ガス

余熱・CO2

出典：国・地方脱炭素実現会議（第３回）議事次第 資料2-2 農林水産省説明資料

次世代施設園芸 富山県拠点（富山市）

○ 廃棄物焼却発電施設から安定的に供給される電気と廃熱を
活用した大規模施設園芸を整備。

○ エネルギーをハウスの照明や空調に利用してコストを削減。
ICT等を活用した高度環境制御システムで高品質・高付加価値
の生産を目指す。

・廃棄物処理施設から発生する廃熱を
蓄熱コンテナで温室に供給

・高糖度トマトやトルコギ
キョウ等を栽培

農業用ハウス

廃棄物焼却発電施設

電気・熱

○ 既存の清掃工場をバイオマス活用の中心施設と位置付け、
エネルギーや資源が地域内で循環する仕組みを構築。

○ 清掃工場において温水、CO2、電気などのエネルギーを回収。
熱及びCO2は、近隣の誘致企業等へ供給し、農作物の栽培
や微細藻類の培養に活用。

佐賀市清掃工場 世界初‼ 焼却排ガスからCO2分離回収

ごみ焼却排ガスからCO2を高純度で分離回収し、
「地域資源」として使用しながらCO2削減へ。CO2分離回収設備

佐賀県佐賀市清掃工場

CO2

蒸気往き 戻り

熱利用

・ ゆめファーム全農SAGAは、全農、佐賀市、JAさがによる連携協定の
もと、キュウリの大規模多収技術の確立・普及と人材育成を目的とし
た施設として2019年から運営を開始。

・ 佐賀市では、清掃工場周辺への更なる企業誘致を目指す。
（熱・CO2供給先の拡大）

熱・CO2

７．みどりの食料システム戦略（４）（ゼロエミッション化に向けた技術事例）
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農業用ハウス
（ゆめファーム全農SAGA 等）



強い農業づくり総合支援交付金
みどりの食料システム戦略の推進

（R5当初）

産地生産基盤パワーアップ事業
施設園芸エネルギー転換枠

（R4補正）

SDGs対応型施設園芸確立
（R4補正/R5当初）

事業目的 産地競争力の強化・持続的な発展
化石燃料に依存した経営からの脱却と

経営力強化
環境負荷軽減と収益性向上を両立した、

新たな園芸産地モデルの確立

補助対象 ハード支援 ソフト支援 ソフト支援

補助対象者 農業者等 農業者等 協議会

事業イメージ

【地域の中心経営体の取組支援】
・環境負荷軽減を実現する低コスト耐
候性ハウス等の導入を支援
・耐候性ハウス等へのヒートポンプ等の
省エネ機器等の内部設備の導入を支
援
・地域エネルギーの活用に向けた、パイプ
ライン等の整備を支援
・既に実証済みの技術導入を支援

【脱化石燃料を図る産地の取組支援】
・脱化石燃料に向け、産地が取り組む省エ
ネ機器（ヒートポンプや木質バイオマスボイ
ラー）等の導入を支援
・既に実証済みの技術導入を支援

【モデル産地の育成支援】
・抜本的な環境負荷軽減・収益性向上を両
立したモデル産地を育成するため、都道府県
又は市町村を中心に協議会を形成し、化石
燃料使用量の減少が期待される新技術や省
エネ機器の導入実証、検討会の開催、環境
影響評価等を支援
・実証段階の新技術も含めて支援

備考

・環境負荷軽減に向けた目標も成果目
標として選択することとする。

・燃油使用量の削減を成果目標とする。 ・燃油使用量の削減を成果目標とする。
・新技術の実証に当たっては、協議会の構成
員に機械メーカー等も入り指導いただくようにし、
実証後、新技術の効果を公表することとする。

７．みどりの食料システム戦略（５）（ゼロエミッション化に向けた支援策）

○ ゼロエミッション化に向けて、新技術の研究開発が行われる2030年頃までは、まずは化石燃料と代替技術の併用（ヒートポン
プ等の積極的活用や新技術の実証）を促進し、その後、化石燃料使用ゼロへの転換を図っていく考え。
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（附表１）農業経営モデル（施設園芸（家族経営）） 食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）
参考資料（抜粋）
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○ 施設園芸の担い手の「効率的かつ安定的な農業経営」のモデルとして、その経営発展や所得増大の道筋を例示。

○ 施設園芸の家族経営については、従来の勘と経験のみによる栽培からデータに基づく栽培方法の導入と規模拡大により所得向上を目指す家族
経営モデル。

営農類型 対象地域 全国施設野菜（トマト）

経営発展の姿
（参考）比較を行った経営モデル【試算結果】

粗収益
経営費
農業所得

主たる従事者の所得（/人）
主たる従事者の労働時間（/人）

（注）試算に基づくものであり、必ずしも実態を表すものではない。 ●：2019年までに市販化 ●：2022年頃までに市販化 ●：2025年頃までに市販化

従来の勘と経験のみによる栽培からデータに基づく栽培方法の導入と規模拡大により所得向上を目指す家族経営

➢パイプハウスによる加温主体の栽培から複合環境制御が可能な低コスト耐候性ハウスへの転換

➢①生育環境を最適化する複合環境制御技術、②周年出荷が可能な長期多段栽培技術、③栽培の効率化・省力化につながる養液土耕栽培技術の組み合わせによ

り、収量を飛躍的に向上

➢自動走行防除機や低コストな自走式高所作業車の導入で労働生産性を向上

モデルのポイント

技術・取組の概要

【経営形態】
家族経営（ ３名（うち主たる従事者２名） 、

臨時雇用5名）

【経営規模・作付体系】
経営耕地
大玉トマト

0.5ha
0.5ha

【経営形態】
家族経営（３名、臨時雇用1名）

【経営規模・作付体系】
経営耕地
トマト

0.3ha
0.3ha

栽培管理

長期多段栽培技術 自動走行防除機 自走式高所作業車低コスト耐候性ハウス 養液土耕栽培技術複合環境制御装置（UECS)

4,674万円
3,632万円
1,042万円

417万円
1,790hr



（附表２）農業経営モデル（施設園芸（法人経営）） 食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）
参考資料（抜粋）
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○ 生育情報に基づくより高度な環境制御による収量向上、労務管理システムによる栽培管理作業の効率化、収穫ロボット等の導入による作業時間
の削減により、次世代施設園芸のさらなる生産性向上と規模拡大を加速化させる法人経営モデル。

営農類型 対象地域 全国施設野菜（トマト）

【経営形態】
法人経営（４名、常時雇用６名、臨時雇用42名）

【経営規模・作付体系】
経営耕地
大玉トマト

経営発展の姿

4.0ha
4.0ha

【経営形態】
法人経営（４名、常時雇用６名、臨時

雇用61名）

【経営規模・作付体系】
経営耕地
トマト

（参考）比較を行った経営モデル

4.0ha
4.0ha

【試算結果】
粗収益
経営費
農業所得

主たる従事者の所得（/人）
主たる従事者の労働時間（/人）

（注）試算に基づくものであり、必ずしも実態を表すものではない。 ●：2019年までに市販化 ●：2022年頃までに市販化 ●：2025年頃までに市販化

生育情報に基づくより高度な環境制御による収量向上、労務管理システムによる栽培管理作業の効率化、収穫ロボット等の導入による作業時間の削減に
より、さらなる生産性の向上を図る法人経営

➢生育診断ロボット等を活用した生育情報に基づく、より高度な環境制御で生育環境の最適化を図り収量を約10％向上

➢労務管理システムの導入で従業員の適正配置や作業の標準化等により、収穫作業時間を約30％削減

➢収穫ロボットの導入により収穫作業時間を約50％削減。また、自動運搬車の導入で運搬作業時間を削減

➢従来より低コストな自走式高所作業車の導入で設備投資コストを削減

モデルのポイント

技術・取組の概要

5億479万円
4億6,584万円

3,895万円

974万円
1,835hr

栽培管理 経営管理 収穫 運搬

高度環境制御装置 生育診断ロボット 自走式高所作業車 労務管理システム

環境制御

収穫ロボット

制御部

はかり

バーコード

バーコード
リーダー

自動運搬車
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